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実
態
調
査
の
結
果

（
中
間
報
告
）

平
成
３
１
年
４
月

資
料
１
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ア
ン
ケ
ー
ト
の
回
収
状
況

平
成
3
1
年
３
月
、
近
海
（
1
0
0
海
里
以
内
）
を
操
業
す
る
中
規
模
（
総
ト
ン
数
2
0
ト
ン
以
上
長
さ
2
4
ｍ
未
満
）

漁
船
等
の
実
態
調
査
を
実
施
し
、
５
２
隻
か
ら
回
答

回
答
漁
船
の
約
８
割
（
４
１
隻
）
が
総
ト
ン
数
3
0
ト
ン
以
上
5
0
ト
ン
未
満
で
あ
り
、
3
0
ト
ン
未
満
が
1
隻
、

5
0
ト
ン
以
上
8
0
ト
ン
未
満
が
９
隻
、
9
0
ト
ン
が
１
隻
（
沖
合
底
び
き
網
漁
船
）

回
答
漁
船
の
全
て
が
、
長
さ
1
9
m
以
上
2
4
m
未
満
の
範
囲
内

漁
業
種

調
査
隻
数

回
答
不
能

未
回
答

回
答
隻
数

沖
合
底
び
き
網
漁
船

３
５

４
３
１

中
型
ま
き
網
漁
船

１
１

１
１

は
え
な
わ
漁
船

８
４

２
２

底
立
て
は
え
な
わ
漁
船

３
１

２

漁
獲
物
運
搬
船

２
１

１

大
中
型
ま
き
網
漁
船

５
５

一
本
釣
漁
船

１
１

０

雑
漁
船

１
１

０

計
６
６

７
７

５
２

※
「
回
答
不
能
」
と
は
、
廃
業
・売
船
・所
在
不
明
等
に
よ
る
も
の

※
「
回
答
隻
数
」
に
は
、
ア
ン
ケ
ー
ト
の
一
部
の
み
回
答
し
た
も
の
を
含
み
、
今
後
、
回
答
内
容
の
精
査
を
要
す
る
。

平
成
3
1
年
４
月
1
0日
現
在
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【
エ
ン
ジ
ン
の
稼
働
状
況
】

２
月
～
８
月
使
用
/
年

中
規
模
漁
船
の
型
式
は
５
メ
ー
カ
ー
で
２
４
型
式
（
小
型
漁
船
に
搭
載
さ
れ
て
い
る
型
式
あ
り
（
精
査
中
））

近
年
、
中
規
模
漁
船
の
エ
ン
ジ
ン
は
、
エ
ア
直
入
方
式
か
ら
セ
ル
モ
ー
タ
に
よ
る
電
気
始
動
へ
と
移
行
す
る
と
と
も
に
、
出
力
が
高
く
な

る
傾
向

3
0
年
以
上
前
の
型
式
の
エ
ン
ジ
ン
を
使
用
し
て
い
る
も
の
が
過
半
数

回
答
隻
数
５
２
隻
の
う
ち
エ
ン
ジ
ン
出
力
７
５
０
ｋ
ｗ
未
満
が
４
５
隻
、
７
５
０
ｋ
ｗ
以
上
が
７
隻

沖
合
底
び
き
網
漁
船
に
は
、
機
関
出
力
7
50
kw
以
上
の
エ
ン
ジ
ン
を
搭
載
し
て
い
る
も
の
は
な
か
っ
た

漁
獲
物
運
搬
船
１
隻
を
除
き
、
中
速
エ
ン
ジ
ン
が
主
流

主
機
１
台
・
A
重
油
使
用
が
基
本

（
漁
連
・
漁
協
・民
間
会
社
で
給
油
）

エ
ン
ジ
ン
（主
機
）

メ
ー
カ
ー

主
機
型
式

機
関
出
力

kw
（
最
大
値
）

進
水
年

（
最
古
）
搭
載

隻
数

始
動
方
式

定
格
回
転
速
度

（
最
大
値
）

ヤ
ン
マ
ー

6U
B-

U
T

24
0

S5
2

1
エ
ア
直
入

6N
16

5-
EN

58
8

S5
4

3
セ
ル
モ
ー
タ

M
20

0-
ST

2
56

6
S5

7
8

エ
ア
直
入

S1
85

-E
T2

19
2

S5
8

3
エ
ア
直
入

90
0

M
22

0-
EN

2
50

7
H

5
2

エ
ア
直
入

68
0

6N
21

A-
EN

2
63

0
H

10
1

エ
ア
モ
ー
タ

90
0

6N
18

A-
EN

2
18

4
H

13
1

エ
ア
モ
ー
タ

90
0

6N
21

A-
U

V
H

17
1

エ
ア
モ
ー
タ

80
0

6R
Y1

7P
-G

V
73

6
H

17
1

セ
ル
モ
ー
タ

14
50

6N
21

A-
EV

95
6

H
18

1
エ
ア
モ
ー
タ

90
0

6R
Y1

7Q
-G

V
H

19
1

セ
ル
モ
ー
タ

75
0

6R
Y1

7F
-G

V
73

6
H

21
1

セ
ル
モ
ー
タ

15
00

6N
21

A-
EW

95
6

H
24

1
エ
ア
モ
ー
タ

80
0

6E
Y1

7W
-G

80
9

H
26

1
セ
ル
モ
ー
タ

14
00

三
菱
重
工

S6
R

2-
M

TK
16

1
S5

7
2

14
00

S6
R

2-
M

TK
2L

67
0

H
16

1
セ
ル
モ
ー
タ

14
00

住
吉

S2
3G

21
3

S5
5

1
20

35
小
松

12
M

14
0A

P-
2

91
3

H
29

1
新
潟
原
動
機

6M
G

19
H

X
73

5
S5

4
10

エ
ア
直
入

6M
G

18
C

X
B

14
7

S5
7

1
エ
ア
直
入

6M
G

20
C

X
(B

)
38

9
S5

7
1

エ
ア
直
入

6M
G

19
H

X
-2

66
9

S6
2

2
エ
ア
直
入

90
0

6N
SC

-N
37

8
S6

3
2

エ
ア
直
入

6M
G

22
H

X
-1

10
29

H
7

3
エ
ア
直
入

10
00

漁
業
種

主
機
年
間
稼
働
状
況

（
平
均
）

は
え
な
わ
漁
業

58
32

h
24

3 日
沖
合
底
び
き
網
漁
業

43
07

h
17

9 日
中
型
ま
き
網
漁
業

20
83

h
87
日

大
中
型
ま
き
網
漁
業

15
37

h
64
日
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機
関
室

（
機
関
室
）

機
関
の
異
常
時
に
、
警
報
機
が
鳴
動
（
機
関
区
域
に
駆
け
付
け
る
こ
と
が
で

き
る
）
す
る
も
の
が
過
半
。
（
機
関
区
域
無
人
化
船
（
M
/
0
船
）
と
し
て
回
答
が

あ
っ
た
隻
数
は
3
7
隻
）

機
関
室
の
広
さ
は
3
0
～
4
0
㎡
程
度
が
主
流
、
高
さ
は
２
ｍ
程
度
が
主
流

機
関
室
の
設
備
（
発
電
機
、
空
気
圧
縮
機
等
）
は
、
各
漁
船
に
よ
り
様
々
で

あ
り
、
機
関
型
式
や
漁
業
種
に
よ
る
明
確
な
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
い
。

（
船
橋
に
お
け
る
機
関
の
操
作
・
状
態
確
認
）

船
橋
か
ら
、
機
関
の
操
作
及
び
計
器
に
よ
る
状
態
確
認
の
全
て
（
主
機
始

動
、
主
機
停
止
、
主
機
緊
急
停
止
、
増
減
速
、
使
用
燃
料
タ
ン
ク
切
替
）
を

行
う
こ
と
が
で
き
る
漁
船
は
な
か
っ
た
。

大
半
の
漁
船
は
、
船
橋
か
ら
主
機
の
緊
急
停
止
や
増
減
速
が
で
き
る
が
、

主
機
の
始
動
が
で
き
る
も
の
は
1
0
隻
、
停
止
が
で
き
る
も
の
は
1
9
隻
、

こ
の
う
ち
、
始
動
・
停
止
で
き
る
も
の
は
９
隻
。

燃
料
タ
ン
ク
の
切
り
替
え
が
で
き
る
も
の
は
３
件
。
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操
業
状
況

（
操
業
）

基
本
的
に
、
概
ね
通
年
操
業

1
航
海
の
操
業
日
数
は
、
3
日
以
内
4
0
隻
、
う
ち
日
帰
り
2
1
隻
（
有
効
回
答
：
4
8
隻
）

ま
き
網
漁
業
（
大
中
型
を
含
む
）
は
通
年
操
業
、
１
航
海
で
２
日
程
度
操
業

沖
合
底
び
き
網
漁
業
は
、
６
月
～
８
月
頃
ま
で
休
漁

最
大
2
0
マ
イ
ル
を
超
え
て
操
業
す
る
も
の
が
2
8
隻
（
有
効
回
答
4
4
隻
）

（
僚
船
）

５
隻
以
上
の
僚
船
を
伴
う
も
の
は
2
8
隻
（
有
効
回
答
：
3
9隻
）

沖
合
底
び
き
網
漁
船
の
中
に
は
、
僚
船
を
伴
わ
な
い
も
の
あ
り

（
当
該
漁
船
は
福
島
県
の
試
験
操
業
船
の
た
め
操
業
隻
数
が
限
定
的
）

僚
船
と
の
距
離
は
２
０
マ
イ
ル
程
度
、
僚
船
と
の
連
絡
間
隔
は
２
時
間
程

度
が
主
流

な
お
、
陸
と
の
連
絡
は
５
、
６
時
間
毎
が
主
流

船
団
操
業
の
ま
き
網
漁
業
（
大
中
型
を
含
む
）
の
中
に
は
、
陸
と
の
連
絡

を
と
ら
ず
に
操
業
を
続
け
る
も
の
あ
り
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乗
組
員

（
乗
り
組
み
状
況
）

乗
組
員
数
は
、
は
え
な
わ
漁
業
で
６
、
７
人
、
沖
合
底
び
き
網
漁
業
で
３
～
10
人
、
漁
獲
物
運
搬
船
で
２
人
、
ま
き
網
漁
業
で
３
～
16
人
、

底
立
て
は
え
な
わ
漁
業
で
７
人

法
令
上
、
総
ト
ン
数
2
0ト
ン
以
上
・機
関
出
力
75
0
kw
未
満
の
中
規
模
漁
船
に
は
、
6
級
海
技
士
の
乗
り
組
み
を
義
務
付
け
て
い
る
が
、

６
割
以
上
の
漁
船
に
、
よ
り
上
級
の
海
技
士
が
乗
り
組
ん
で
い
る
実
態

な
お
、
船
長
・機
関
長
以
外
の
船
舶
職
員
が
乗
り
組
む
漁
船
は
少
な
い

機
関
部
員
が
乗
り
組
む
漁
船
は
、
全
体
の
半
数
程
度
（2
5
隻
）

漁
業
種

船
長

機
関

6
級
5
級
4
級
3
級
6
級
5
級
4
級

は
え
な
わ
漁
業

2
2

沖
合
底
び
き
網
漁
業

4
1
9

6
1

9
1
8

2

漁
獲
物
運
搬
船

1
1

大
中
型
ま
き
網
漁
業

1
2

2
3

2

中
型
ま
き
網
漁
業

3
2

5
2

4
3

底
立
て
は
え
な
わ
漁
業

2
1

1

総
計

1
3
2
3
1
3

1
1
5
2
8

5

漁
業
種

船
長

2
0
代

3
0
代

4
0
代

5
0
代

6
0
代
以
上

は
え
な
わ
漁
業

1
1

沖
合
底
び
き
網
漁
業

5
9

7
9

漁
獲
物
運
搬
船

1

大
中
型
ま
き
網
漁
業

3
1

1

中
型
ま
き
網
漁
業

1
1

3
5

1

底
立
て
は
え
な
わ
漁
業

1
1

総
計

2
9

1
3

1
5

1
2

漁
業
種

機
関
長

2
0
代

3
0
代

4
0
代

5
0
代

6
0
代
以
上

は
え
な
わ
漁
業

1
1

沖
合
底
び
き
網
漁
業

2
4

1
0

9
4

漁
獲
物
運
搬
船

1

大
中
型
ま
き
網
漁
業

1
1

1
2

中
型
ま
き
網
漁
業

3
3

3

底
立
て
は
え
な
わ
漁
業

2

総
計

2
6

1
5

1
6

9

（
船
長
・
機
関
長
の
年
齢
）

4
0
代
以
下
の
船
長
・機
関
長
が
、
半
数
程
度

【
船
長
・
機
関
長
の
海
技
資
格
】

【
機
関
部
員
の
乗
組
人
数
】

【
船
長
の
年
齢
】

【
機
関
長
の
年
齢
】

※
「
未
回
答
」
に
は
、
部
員
数

0人
を
含
む
。

漁
業
種

機
関
部
員
数

未
回
答

1
人
2
人
3
人
4
人
5
人
6
人

は
え
な
わ
漁
業

2

沖
合
底
び
き
網
漁
業

1
8

8
4

漁
獲
物
運
搬
船

1

大
中
型
ま
き
網
漁
業

1
3

1

中
型
ま
き
網
漁
業

3
3

1
1

1
1

1

底
立
て
は
え
な
わ
漁
業

2
1

総
計

2
7

1
5

5
1

1
1

2
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機
関
の
点
検
及
び
故
障
対
応

エ
ン
ジ
ン
メ
ー
カ
ー
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
よ
る
と
、
毎
日
の
点
検
を
は
じ
め
、
一
定
程
度
の
点
検
や
保

守
整
備
が
想
定
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
内
容
や
頻
度
は
、
メ
ー
カ
ー
や
型
式
に
よ
り
異
な
る
。

実
態
上
、
出
港
時
や
操
業
時
に
も
点
検
が
行
わ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
頻
度
は
、
各
漁
船
に
よ
り
異

な
る
。

過
去
に
洋
上
で
機
関
故
障
が
あ
っ
た
と
回
答
し
た
も
の
が
１
６
件

故
障
発
見
後
の
対
応
状
況
を
確
認
で
き
た
１
３
件
の
う
ち
、
最
終
的
な
対
応
は
下
表
の
と
お
り
（
精

査
中
）
。
な
お
、
当
該
対
応
を
採
る
ま
で
に
、
乗
組
員
に
よ
る
修
理
を
行
っ
た
も
の
が
４
件
。

な
お
、
海
上
保
安
庁
の
巡
視
船
に
よ
り
曳
航
さ
れ
た
も
の
は
な
か
っ
た
。

①
船
内
修
理
し
操
業
を
継
続

（
ウ
ィ
ン
チ
等
か
ら
の
漏
油
）

1
件

②
応
急
修
理
後
に
自
航
で
帰
港

（
冷
却
水
管
の
穴
損
、
警
報
装
置
鳴
動
・
機
関
室
内
発
煙
現
認
・
漏
油
漏
水
現

認
・
主
機
異
音
異
常
振
動
現
認
）

2
件

③
修
理
せ
ず
に
自
航
で
帰
港
後
に
修
理
（
機
関
長
修
理
）

（
警
報
装
置
鳴
動
、
冷
却
水
漏
水
現
認
）

1
件

④
修
理
せ
ず
に
自
航
で
帰
港
後
に
修
理
（
メ
ー
カ
ー
修
理
）

（
主
機
異
音
・
異
常
振
動
現
認
）

3
件

⑤
主
機
停
止
し
僚
船
に
よ
り
曳
航
（
メ
ー
カ
ー
修
理
）

（
潤
滑
油
圧
力
低
下
、
主
機
異
音
・
異
常
振
動
現
認
、
機
関
室
内
発
煙
確
認
）

6
件
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1 
 

資料２ 

機関士に係る見直しの方向性に関する検討（案） 
 
「エンジンのメンテナンスの観点」と、「エンジンのトラブル・事故時の対応の観

点」の２つの観点から検討を行う。 
 
○エンジンのメンテナンスの観点 
・実態調査により、近海中規模漁船全船のエンジンの型式が把握できたので、エン

ジンメーカーのマニュアル等により点検等が必要な項目と間隔を確認する。 
・これらの項目と間隔を踏まえ、各エンジンの型式別に以下のような考え方で整理

を行う。その場合には、小型漁船においては、小型船舶操縦士のみの配乗の義務

付けの下でエンジンの点検等が行われていることに留意する。 
（１）毎日の点検が必要な項目 

①日帰りの船は、出航前に点検すれば、洋上での点検は不要ではないか。 
    ②航海日数が２日以上の船は、洋上での点検が必要ではないか。 

→点検に必要な知識・能力を確認。 
（２）X 日に１回の点検が必要な項目 

①航海日数が X 日以下の船は、出航前に点検すれば、当該項目の洋上での点

検は不要ではないか。 
②航海日数が X 日超の船は、当該項目の洋上での点検が必要ではないか。 

→点検に必要な知識・能力を確認。 
 

各項目の点検に必要な知識・能力の確認により、エンジンのメンテナンスの観点

からは、以下のいずれの選択肢が取り得るかを整理することができる。 
ア）小型船舶操縦士の有する機関の知識・能力で足りる。 
イ）機関に関する一定の講習を受けた部員等（機関に関する一定の講習を受けた

小型船舶操縦士を含む。）で足りる。 
ウ）海技士（機関）の知識・能力が必要。 
エ）機関に関する知識・能力は不要。 
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2 
 

○エンジンのトラブル・事故時の対応の観点 
 ・５９隻のエンジンの型式について、エンジンメーカーのマニュアル及びアンケー

ト調査により把握できた船内の業務実態等により、トラブル・事故時の修理作業

の内容を確認する。 
・２０トン以上の漁船の機関室は、船舶安全法に基づき、機器の保守等に必要な大

きさを有している。エンジンメーカーのマニュアルにおいても、一定程度の洋上

での修理が想定されている。また、実態調査においても、実際に洋上で修理を行

っている漁船が存在する。 
・エンジンメーカーのマニュアルは、エンジンの修理について、軽微なものから、

陸上メーカーの修理を前提とした修理まで、全般的に記載されている。 
・アンケート調査においては、回答の正確性等の精査がさらに必要であるが、洋上

で修理を行ったとの回答が４件あった。 
・当該修理の内容やトラブルの発生時に修理を行わなかった場合の理由（要精査）

を踏まえ、洋上での修理が可能かどうかを精査し、洋上での修理が可能な場合、

そのトラブル等を把握し、応急措置を行う方法等の知識や能力が何であるかを抽

出する必要があるのではないか。 
→エンジンのマニュアル等により、これらの作業等に必要な知識・能力を確認。 

 
・各エンジンの形式別に、上記の各作業等に必要な知識・能力の確認により、エン

ジンのトラブル・故障時の対応の観点から、以下のいずれの選択肢が取り得るか

を整理する。 
ア）小型船舶操縦士の有する機関の知識・能力で足りる。 
イ）機関に関する一定の講習を受けた部員等（機関に関する一定の講習を受けた

小型船舶操縦士を含む。）で足りる。 
ウ）海技士（機関）の知識・能力が必要。 
 

※漁船の場合、集団操業等を行っていれば、エンジンのトラブル等が発生した漁船

自身に海技士（機関）が乗り組んでいなくても、機関に関する一定の講習を受け

た部員等が乗り組んでいれば、例えば母船（僚船）に乗り組む海技士（機関）か

ら通信手段を利用して当該漁船が置かれた気象・海象を踏まえた指示を出す等の

支援を行い、これに従って必要な作業等を行うことが可能ではないか（なお、非

常時等船長が当該作業等を行えない場合があることに留意。）。 
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3 
 

※小型漁船においては、小型船舶操縦士のみの配乗の義務付けの下でエンジンのト

ラブル・事故時の対応が行われていることに留意する。 
 

○その他の論点 
 
（１）出力７５０ｋW 以上の漁船の取扱い 

・２０トン未満の小型漁船や２４ｍ未満のプレジャーボートの中に７５０ｋW
以上の出力のエンジンを搭載しているものもあるが、海技士（機関）の配乗を

義務付けていない。 
・しかしながら、２０トン以上の漁船については、出力７５０ｋW 未満の漁船は

機関長として６級海技士（機関）１名の配乗のみを義務付けているのに対し、

７５０ｋW 以上の漁船は機関長として５級海技士（機関）、一等機関士として

６級海技士（機関）の合計２名の配乗を義務付けている。 
・STCW-F 条約上（未批准：批准に向けて調整・検討中）も、機関士の知識・能

力に関しては、７５０kW を閾値とし、７５０kW 以上の場合は、必要な知識・

能力を有する資格者の配乗を義務付けている。漁業先進国であるノルウェーに

おいても、今回の対象と同様の海域を運航する７５０ｋW 以上の漁船について

は、条約に基づく資格者の配乗を義務付けているところ。 
・これらを踏まえ、７５０kW 以上の漁船の取扱い（直ちに海技士（機関）の配

乗を不要とする（現行２名を０名とする）かどうか）を整理すべきではないか。 
 
（２）２０トン以上２４ｍ未満のプレジャーボートとの関係 
・今回の検討においては、２０トン以上２４ｍ未満のプレジャーボートは、小型船

舶操縦士のみの配乗の義務づけの下で、エンジンの点検、トラブル、事故時の対

応が行われていることにも留意する。その際には、これらのプレジャーボートに

は、実態として、 
①ほとんどの船舶に高速エンジン２機が搭載され、エンジンが１機のみが故障し

た場合には、洋上で修理せずに残りの１機を使用して帰港することが可能であ

ること、 
②現在、精査中であるが、使用実態についても航海の頻度が少ないといった特性

があると考えられること 
にも留意する。 
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4 
 

・国内法では、漁船やプレジャーボートを含めて規制している一方、国際条約上は、

航海の性格等により、商船は STCW 条約の対象、漁船は STCW-F 条約の対象で

あるが、プレジャーボートの操縦者を対象としている条約はないこととの関係

について留意する。 
 
（３）A 重油の性状 
  ・A 重油の性状については、全漁連規格に適合するものも含め、各エンジンの型

式ごとにメーカーが推奨する性状であることの確認が必要ではないか。 
   
（４）エンジンの始動方式 

・エンジンの始動方式は、エア直入方式、エアモーター方式及び電気セルモータ

ー方式の３種類ある。このうち電気セルモーター方式は小型船舶操縦士の有す

る機関の知識・能力があれば始動できる。一方、エア直入方式及びエアモータ

ー方式は、小型船舶操縦士の有する機関の知識・能力では足りず、物理的にも

機関室で作業する必要があることから、操縦席において１人で始動することは

できないので、一定の講習を受けた部員等による対応が必要ではないか。 
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メーカー ：ヤンマーディーゼル
型式 ：6RY17P-GV
機関出力 ：736kw
始動方式 ：電気始動（セルモータ）

点検項目

区分 点検部 作業内容
小型船舶
操縦士
による対応

（毎日点検する事項）
燃料油系統 こし ドレン抜き 可

燃料タンク 油量点検 可

水・ドレン抜き 可

フィードポンプ オイルシール部よりの油モレ点検

潤滑油系統 オイルパン 油量の点検 可

冷却水系統 ポンプ（清水） メカニカルシール部漏水点検

ポンプ（海水） 漏水点検

冷却水 水量点検

始動系統 バッテリ 電解液量点検 可

過給機系統 過給機 ブロワ注水洗浄

ブロワーフィルタ洗浄・交換

減速逆転機 潤滑油 交換（初回） 可

その他 各種管系 モレ点検 可

機関外観 ボルト・ナットのゆるみ点検
各部水・油・ガスもれ点検

（100時間（4日程度）毎に点検する事項）
潤滑油系統 オイルパン 潤滑油の分析 可

（200時間（8日程度）毎に点検する事項）
潤滑油系統 オイルパン 潤滑油の交換 可

こし カートリッジ交換

潤滑油バイパスこし カートリッジ交換

冷却器 防食亜鉛点検・交換

吸・排気弁腕 送油状況点検

冷却水系統 清水冷却器 防食亜鉛点検・交換

始動系統 バッテリ 電解液比重点検 可

過給機系統 インタークーラ 防食亜鉛点検・交換

減速逆転機 防食亜鉛 点検交換

エンジンメーカーマニュアルに基づくメンテナンス業務（例）

(注）小型船舶操縦士による対応の可否については、操縦試験の範囲を定める「小型
船舶の航行の安全に関する教則（平成16年国海資第308号）」に基づき記載。
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メーカー ：ヤンマーディーゼル
型式 ：6RY17P-GV
機関出力 ：736kw
始動方式 ：電気始動（セルモータ）

故障対策

故障 原因 対策
小型船舶
操縦士
による対応

1)運動部分が焼き付いてる 1)点検の上修理をする。
2)吸・排気弁の気密不良 2)すり合わせをする。

3-1)粘度指数の高い潤滑油と交換または、粘度
の低い潤滑油と交換。

可

3-2)冷却水を暖める。

4)バッテリーの電圧が下がっている。 4)充電する。 可

1-1)燃料油のプライミングをする。 可

1-2)噴射弁を点検し、要すればノズルを交換。

1-3)燃料油こしの掃除。 可

1-4)燃料噴射ポンププランジャ、プランジャばね
及び吐出弁を点検のうえ要すれば交換する。
1-5)調速装置の不具合のため燃料油しゃ断に
なっていないか点検。

2)燃料噴射時期の不良。 2-1)燃料噴射時期の点検調整。
2-2)調時歯車の「合わせマーク」が合っている

3)圧縮圧力が低い。 3-1)吸・排気弁の気密が悪くないか。
3-2)シリンダヘッドパッキンよりガス漏れはない
か。
3-3)ピストンリングのこう着はないか。
3-4)吸気弁の閉り時期が大きく遅れていない

4)圧縮比が下がっている。
4-1)ピストンピンメタル、クランクピンメタルがは
なはだしく摩耗している。
4-2）シリンダヘッドパッキンが不当に厚い。
4-3）ピストンリングがはなはだしく摩耗してい

5)デコンプレバーが効いている。 5)デコンプレバーをコンプ(運転)側へ操作する。
1)噴射ポンプ又は燃料油管に空気が混入し
ている。

1)燃料噴射ポンプ、燃料油管の空気抜きをす
る。

可

2)燃料油中に水分が混入している。 2)燃料タンク、燃料こしのドレン抜きをする。 可

3)燃料噴射量が不ぞろいである。 3)点検のうえ調整する。
4)燃料噴射時期が不ぞろいである。 4)点検のうえ調整する。
5)吸・排気弁がこう着気味である。 5)手入れをする。

6-1)ノズルのつまりはないか。
6-2)ニードルバルブがこう着していないか。

1)過負荷である。 1)負荷を軽くする。 可

2)ピストンに焼付きを起こしている。 2)機関停止のうえ修理する。
3)軸受部に焼付きを起こしている。 3)機関停止のうえ修理する。

4)燃料こしがつまっている。 4)こしの掃除をする。 可

5)燃料噴射ポンプ・燃料弁がこう着気味である。5)機関を停止のうえ修理する。

6)燃料管系に空気が混入。 6)空気抜きをする。 可

7)燃料油中に水分が混入。 7)燃料こしのドレン抜き。 可

8)ターボチャージャーが故障・焼損している。 8)ターボチャージャーも分解整備をする。

排気色が悪い。 1)負荷が適当でない。 1)負荷を調整する。 可

2)噴射時期が不適当。 2)燃料噴射時期を調整する。
3)燃料油が不適当。 3)燃料油の種類を変えてみる。
4)一部が噴射弁が不調である。 4)噴射テストを行い調整する。
5)吸・排気弁の調整が不良。 5)調整表により調整する。
6)吸・排気弁が漏れている。 6)弁の摺り合わせをする。

7)各シリンダの出力が不ぞろいである。
7)噴射ポンプのコントロールラックの目盛を
調べ調整する。

8)燃料油噴射圧力が低すぎる。 8)噴射圧力を調整する。

9)ターボチャージャーが汚れている。
9)ターボチャージャーのフィルタの洗浄または交
換をする。

可

3)温度低下のため潤滑油の粘度が高過ぎ
る。

エンジンメーカーマニュアルに基づく故障対策（例）

フライホイールが勢いよく回転し
ない

セルモータではよく回るが着火
しない。

各シリンダの出力が平均しない。

1)燃料が噴射しないか、あるいは噴射しても
噴霧の状態が不良である。

6)燃料噴射弁に不具合がある。

回転速度が自然に低下する。
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故障 原因 対策
小型船舶
操縦士
による対応

全負荷運転が出来ない。
1)燃料フィールドポンプの吐出圧力または燃
料ポンプのヘッドが低い

1)フィールドポンプの調整あるいは、燃料タンク
油量および出口弁点検する。

2)燃料こしがつまっている。 2)こしの掃除をする。

3)燃料ポンププランジャが摩耗している。 3)プランジャ・バレルを取替える。
4)インタークーラが汚れている。 4)インタークーラの掃除をする。
1)潤滑油管路が漏れている。 1)機関内外の管路を点検清掃する。
2)主軸受・クランクピン軸受の油すきまが
　　大き過ぎる。

2)すきまを点検し、要すればメタルを交換する。

3)潤滑油こしがつまっている。 3)こしを開放のうえエレメントを掃除する。

4)潤滑油調整弁がゆるんでいる。 4)点検のうえ再調整。
5)潤滑油安全弁の不調。 5)点検のうえ再調整。

6-1)点検のうえチューブを掃除する。
6-2)冷却水量の不足。 6-2)冷却水ポンプ点検。

7)潤滑油粘度が低い。 7)粘度の高いものにする。

8)クランクケースへのガス洩れが多い。 8)ピストンリング・シリンダライナの点検。

9)過負荷である。 9)負荷を軽くする。 可

運転中ノッキングする 1)軸受部のすきまが大きくなっている。 1)点検のうえ修理または部品交換する。
2)連接棒ボルトがゆるんでいる。 2)点検のうえ増締めるする。
3)フライホイール取付ボルト・軸継手ボルト
が

3)点検のうえ増締めし、要すればボルトを交換
する。

4)噴射時期が規定より大きくすれている。 4)点検のうえ、正規に調整する。

5)燃料噴射ポンプおよび噴射弁の不良によ
り、一時に多量の燃料が噴射されている。

5)燃料ポンプおよび噴射弁を点検のうえ
要すれば交換する。

潤滑油温度が高過ぎる。 1)潤滑油冷却器が汚れている。 1)点検のうえ、チューブを掃除する。
2)冷却水量の不足。 2)冷却水ポンプ点検。
3)クランクケースへガス洩れが多い。 3)ピストンリング・シリンダライナの点検。
4)過負荷である。 4)負荷を軽くする。
5)温調弁の作動不良。 5)点検のうえ交換する。

冷却水の温度が高過ぎる。 1)冷却水系の弁が完全に開いていない。 1)点検のうえ、正常に操作する。

2)冷却水管系が汚れている。 2)点検のうえ、管内部を掃除する。

3)冷却水量の不足。 3)冷却水ポンプを点検し、要すれば交換する。

4)清水冷却器の汚れまたはサーモスタットの
故障。

4)冷却器の掃除をする。
　サーモスタットの点検交換をする。

冷却水圧力が低すぎる。 1)冷却水管がつまっている。 1)点検のうえ、管内部を掃除する。
2)冷却水量の不足。 2)点検のうえ、要すれば交換する。
3)冷却水と共に空気を吸入している。 3)吸入側パイプ継手部を点検する。

エンジンが突然停止する。
1)調速機および調速装置の故障で燃料の
　噴射が断たれている。

1)点検のうえ、修理または取替える。

2)燃料タンクが空になっている。 2)燃料を補給する。 可

3)燃料系統に空気が入っている。 3)空気抜きをする。 可

4)ピストンおよび軸受など運動部分が焼付いている。4)点検のうえ、修理または部品を取換える。

(注）小型船舶操縦士による対応の可否については、操縦試験の範囲を定める「小型船舶の航行の安全に関する教則（平成16年国海資第
308号）」に基づき記載。

潤滑油圧力が規定圧力以下に
なる。

6)潤滑温度が高過ぎる。
6-1)潤滑油冷却器が汚れている。
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総
ト
ン
数
2
0
ト
ン
以
上
・長
さ
２
４
ｍ
未
満
の
プ
レ
ジ
ャ
ー
ボ
ー
ト
の
概
況

【
表
①
】
4
0
ト
ン
未
満
の
船
舶
が
約
７
割

【
表
②
】
基
本
的
に
、
沿
海
区
域
又
は
平
水
区
域
を
航
行
区
域
と
す
る

【
表
③
】
基
本
的
に
、
主
機
を
２
機
以
上
搭
載
し
、
冗
長
性
を
確
保

【
表
④
】
主
機
の
合
計
機
関
出
力
7
5
0
kw
以
上
の
船
舶
が
約
９
割

【
表
⑤
】
2
2
ノ
ッ
ト
以
上
の
速
力
の
高
速
船
が
約
７
割

【
表
①
】
総
ト
ン
数
別

2
0
ト
ン
以
上
3
0
ト
ン
未
満

1
0
0
隻

3
0
ト
ン
以
上
4
0
ト
ン
未
満

1
2
0
隻

4
0
ト
ン
以
上
5
0
ト
ン
未
満

4
1
隻

5
0
ト
ン
以
上
6
0
ト
ン
未
満

1
9
隻

6
0
ト
ン
以
上
7
0
ト
ン
未
満

8
隻

7
0
ト
ン
以
上
8
0
ト
ン
未
満

9
隻

8
0
ト
ン
以
上
9
0
ト
ン
未
満

1
隻

9
0
ト
ン
以
上

3
隻

平
水
区
域

8
隻

沿
海
区
域
（
夏
期
）

2
5
隻

沿
海
区
域
（
海
水
）

2
5
2
隻

近
海
区
域
（
夏
期
）

6
隻

近
海
区
域
（
海
水
）

1
隻

遠
洋
区
域

3
隻

第
３
種
（
海
水
）

1
隻

（
デ
ィ
ー
ゼ
ル
エ
ン
ジ
ン
）

主
機

1 機
6 隻

主
機

2 機
27

4 隻
主
機

3 機
3 隻

（
船
内
外
機
）

主
機

3 機
3 隻

7
5
0
kw
未
満

2
7
隻

7
5
0
kw
以
上
1
50
0k
w
未
満

1
3
8
隻

1
5
0
0
kw
以
上

1
2
9
隻

【
表
⑤
】
速
力

【
表
③
】
主
機
台
数
別

【
表
②
】
航
行
区
域
別

【
表
④
】
機
関
出
力
（合
計
）
別

※
海
事
局
調
べ
（
平
成
30
年
1
2月
）

2
2
ノ
ッ
ト
未
満

8
4

2
2
ノ
ッ
ト
以
上

2
1
6
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規制改革推進会議第３回水産ＷＧ（H31.2.21）資料 

近海を操業する中規模漁船の海技資格の見直し 
 

国土交通省 
農林水産省 

 
昨年 12 月 21 日の水産 WG での議論を踏まえ、近海（100 海里以内）を操業する

中規模（総トン数 20 トン以上長さ 24ｍ未満）の漁船の海技資格の見直しについて、

安全運航の確保を前提に、以下のように必要な検討を実施する。 
 
○検討方法の見直し 
・現状の中規模漁船及び同様の操業を行うその他の漁船等の個々のスペック、操業

実態、使用燃料、船員の配乗実態、船内での作業実態等を調査（長期間は必要と

しない）。 

・調査結果を踏まえ、エンジンの構造・出力等の性能、使用される燃料油、船舶の

構造等の差異による機関士の業務内容の差違について客観的・技術的に検証し、

近海操業中規模漁船に必要とされる海技資格のあり方について検討。 
・検討会を中立的機関や大学等の船舶関係有識者をメンバーに加えて改組し、技術

的検証についてはこれらのメンバーを中心に行う。 
 
○検討すべき論点 
（１）最大１０日間の航行期間中に必要となる船内におけるエンジンのメンテナンス 

 
（２）エンジンのトラブル・事故時の対応 
 
（３）エンジンの構造 

 
（４）小型船舶操縦士で対応可能かどうか。 

 
以上の項目について、小型漁船やプレジャーボートに関する現状の規制等も踏ま

えつつ、海技士（航海・機関）の乗組みの必要性及び何らかの緩和を行う場合の代

替措置の必要性を検討する。 
①他の乗組員が機関に関する簡易な講習を受講するなど一定の要件の下に海技

士（機関）を省略する（20 条特例の活用等）、②小型船舶となる中規模漁船の範囲

を明確にした上で小型船舶操縦士１人の配乗でよいこととする、③上記①・②を段
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階的に実施するなど、見直しの方向性の選択肢が考えられるところ、国土交通省と

水産庁が十分に連携・調整して決定する。 
 
○スケジュール 
・平成３１年３月末まで 中規模漁船等のスペック、操業実態、使用燃料、配乗実

態、船内での作業実態等を調査。 
・同年４月～５月 調査したスペック等を踏まえ、客観データを基準にして技術的

に検証。 
・６月 海技士（機関）に関する規制の見直しの方向性について一定の取りまとめ。 

 ・年内 必要に応じ、実証実験等も行った上で、海技士（機関）の規制の見直しを

確定・実施。 
 ・年内 必要に応じ、実証実験等も行った上で、小型漁船の定義見直しの内容につ

いて取りまとめ。 
 ・平成３２年度目途 小型漁船の定義を改正。 
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【
機

密
性

２
】

船
舶
職
員
の
乗
組
み
基
準

大
型
船
舶
の
所
有
者
は
、
船
舶
の
大
き
さ
や
機
関
出
力
、
航
行
す
る
区
域
等
に
応
じ
定
め
ら
れ
た
乗
組
み
基
準
に
従
い
、
有
資
格
者
で
あ
る

海
技
士
を
船
舶
職
員
と
し
て
乗
り
組
ま
せ
る
義
務

○
船

舶
職

員
及

び
小

型
船

舶
操

縦
者

法
施

行
令

（
昭

和
５

８
年

政
令

第
１

３
号

）
別

表
第

一
第

一
号

表

従
業

区
域

船
舶

職
員

船 　 　 　 長

一 等 航 海 士

二 等 航 海 士

三 等 航 海 士

船 　 　 　 長

一 等 航 海 士

二 等 航 海 士

三 等 航 海 士

船 　 　 　 長

一 等 航 海 士

 総
ト

ン
数

　
　

　
　

　
(G

/
T

)
一 級

二 級

三 級

三 級

一 級

三 級

四 級

五 級

三 級

四 級

二 級

二 級

三 級

四 級

三 級

四 級

五 級

五 級

二 級

三 級

四 級

三 級

四 級

五 級

三 級

四 級

五 級

四 級

五 級

五 級

六 級

四 級

五 級

五 級

六 級

○
船

舶
職

員
及

び
小

型
船

舶
操

縦
者

法
施

行
令

（
昭

和
５

８
年

政
令

第
１

３
号

）
別

表
第

一
第

二
号

表
（
機

関
部

）

従
業

区
域

船
舶

職
員

機 　 関 　 長

一 等 機 関 士

二 等 機 関 士

三 等 機 関 士

機 　 関 　 長

一 等 機 関 士

二 等 機 関 士

三 等 機 関 士

機 　 関 　 長

一 等 機 関 士

 機
関

出
力

　
　

　
　

　
(Ｋ

Ｗ
)

一 級

二 級

三 級

三 級

一 級

三 級

四 級

五 級

三 級

四 級

二 級

二 級

三 級

四 級

三 級

四 級

五 級

五 級

二 級

三 級

四 級

三 級

四 級

五 級

三 級

四 級

五 級

四 級

五 級

五 級

六 級

四 級

五 級

五 級

六 級四 級

五 級

甲
 区

 域
乙

 区
 域

丙
 区

 域

甲
 区

 域
乙

 区
 域

丙
 区

 域

五 級

［
K
W

］
＝

0
.7

3
5
5
×

［
P
S

］四 級

５
，

０
０

０

１
，

６
０

０

２
０

０

５
０

０

６
，

０
０

０
（
8
,1

5
8
P
S

）

３
，

０
０

０
（
4
,0

7
9
P
S

）

１
，

５
０

０
（
2
,0

4
0
P
S

）

７
５

０
（
1
,0

2
0
P
S

）

甲
板

部

機
関

部

＜
漁
船
の
従
業
区
域
＞

（
乙
区
域
）

１
８

０
°

Ｅ

１
３

°
Ｓ

９
４

°
Ｅ

６
３

°
Ｎ

（
丙
区
域
）

（
甲
区
域
）

【
赤
道
】

船
舶
職
員
の
乗
組
み
基
準
（
配
乗
表
）
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【
機

密
性

２
】

第
２
号

航
海
の
態
様
が
特
殊
で
あ
る
こ
と
。

船
舶
が
特
殊
の
構
造
又
は
装
置
を
有
し
て
い
る
こ
と
、
航
海
の
態
様
が
特
殊
で
あ
る
こ
と
等
の
事
由
に
よ
り
、
法
第
１
８
条

の
乗
組
み
基
準
に
よ
ら
な
く
て
も
、
個
々
の
船
舶
の
実
情
に
応
じ
て
、
航
行
の
安
全
上
支
障
が
な
い
と
認
め
ら
れ
る
範
囲
内
で
、

適
切
な
配
乗
を
認
め
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
（
法
第
２
０
条
）

＜
一
般
船
舶
＞

法
第
１
８
条

（
乗
組
み
基
準
）

法
第
２
０
条

（
乗
組
み
基
準
の
特
例
）

政
令

別
表

（
配
乗
表
）

省
令
第
６
３
条

（
乗
組
み
基
準
の
特
例
）

第
１
号

船
舶
が
特
殊
の
構
造
又
は
装
置
を
有
し
て
い
る
こ
と
。

＜
タ
グ
ボ
ー
ト
＞

＜
ジ
ェ
ッ
ト
フ
ォ
イ
ル
＞

＜
集
団
操
業
を
行
う
船
舶
＞

第
３
号

入
渠
し
、
又
は
修
繕
の
た
め
係
留
し
て
い
る
こ
と
。

第
４
号

本
邦
以
外
の
地
を
根
拠
地
と
し
て
専
ら
そ
の
近
傍
に
お
い
て
漁
業

に
従
事
す
る
こ
と
。

第
５
号

日
本
船
舶
を
所
有
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
者
に
貸
し
付
け
ら
れ
た
日
本
船
舶
に
、
条
約
の
締
約
国
が
発
給
し
た
条
約

に
適
合
す
る
資
格
証
明
書
を
受
有
す
る
者
が
乗
り
組
む
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

＜
マ
ル
シ
ッ
プ
方
式
の
船
舶
＞

（
承
認
船
員
が
乗
り
組
む
船
舶
を
除
く
。
）

＜
ホ
バ
ー
ク
ラ
フ
ト
＞

＜
海
外
基
地
漁
業
＞

乗
組
み
基
準
の
特
例
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実態調査の実施について 

 

 

近海（100 海里以内）を操業する中規模（総トン数 20 トン以上長さ 24ｍ未満）漁

船等の実態調査について、以下のとおり実施している。 

 

対 象 船：近海中規模漁船（① ６６隻、② ４０隻） 

① 第１回検討会において、水産庁から提示された中規模漁船１３２

隻の中から、官公庁船及び 100 海里以遠を操業海域とする漁船（６

６隻）を除いたもの。（内訳は以下のとおり） 

対 象 魚 業 種 隻 数 

沖合底びき網漁船 ３５ 

中型まき網漁船 １１ 

はえなわ漁船 ８ 

底立てはえなわ漁船 ３ 

漁獲物運搬船 ２ 

大中型まき網漁船 ５ 

一本釣漁船 １ 

雑漁船 １ 

計   ６６ 

 

     ② 上記６６隻のうち、各漁業種の異なるエンジン毎に機関の点検業

務、機関の保守整備及び洋上における不具合発見時の対応について

も実施。 

    ：小型漁船（２８隻） 

アンケートを送付した漁協から１隻ずつ実施 

 

調査期間：平成 31 年３月 13 日から平成 31 年３月 27 日の間 

 

調査様式：別添のとおり 
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近
海
を
操
業
区
域
と
す
る
中
規
模
漁
船
の
機
関
士
に
関
す
る
規
制
の
見
直
し
に
係
る
安
全
評
価
に
関
す
る
検
討
手
順
 

 番
号
 

論
 
 
 
点
 

検
 
討
 
手
 
順
 

１
 

最
大

1
0
日
間
の
航
行
期
間
中
に
必
要
と

な
る

船
内

に
お

け
る

エ
ン

ジ
ン

の
メ

ン

テ
ナ
ン
ス
 

下
記
３

を
踏

ま
え
つ

つ
、

エ
ン
ジ

ン
の

種
類
ご

と
（

各
メ
ー

カ
ー

の
型
式

ご
と

）
、
更
に

使
用
燃
料
ご
と
に
、
以
下
を
確
認
。
 

①
 
航
海
期
間
（
最
大

1
0
日
）
中
に

必
要
と
な
る
エ
ン
ジ
ン
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
内
容

及
び
そ
の
頻
度
（
間
隔
）
（
各
エ
ン
ジ
ン
メ
ー
カ
ー
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
で
確
認
）
 

②
 
洋
上
で
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
を
行
わ
な
く
て
も
よ
い
日
数
は
、
何
日
（
何
時

間
）
か
。
 

③
 
洋
上
で
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
が
必
要
な
場
合
、
ど
の
よ
う
な
知
識
・
能
力
が
必
要
と

な
る
か
（
小
型
船
舶
操
縦
士
で
対
応
可
能
か
を
含
む
。
）
。
 

 

２
 

エ
ン
ジ
ン
の
ト
ラ
ブ
ル
・
事
故
時
の
対
応
 
下
記
３

を
踏

ま
え
つ

つ
、

エ
ン
ジ

ン
の

種
類
ご

と
（

各
メ
ー

カ
ー

の
型
式

ご
と

）
、
更
に

使
用
燃
料
ご
と
に
、
以
下
を
確
認
。
 

 
①

 
エ

ン
ジ

ン
の

ト
ラ

ブ
ル

・
事

故
時

に
お

い
て

船
内

で
対

処
す

べ
き

作
業

が
あ

る

か
。
あ
る
と
し
た
ら
、
ど
の
よ
う
な
作
業
か
（
各
メ
ー
カ
ー
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
も

活
用
し
な
が
ら
確
認
）
。
 

②
 
船
内
で
対
処
す
べ
き
作
業
を
行
う
た
め
に
は
、
ど
の
よ
う
な
知
識
・
能
力
が
必
要

と
な
る
か
（
小
型
船
舶
操
縦
士
で
対
応
可
能
か
を
含
む
。
）
。
 

 

３
 

エ
ン
ジ
ン
の
構
造
 

エ
ン
ジ
ン
の
種
類
ご
と
（
各
メ
ー
カ
ー
の
型
式
ご
と
）
の
エ
ン
ジ
ン
の
構
造
に
つ
い
て
、

以
下
を
確
認
。
 

 
①
 
出
港
か
ら
帰
港
ま
で
の
間
、
ブ
リ
ッ
ジ
で
の
遠
隔
操
作
に
よ
り
エ
ン
ジ
ン
の
操
作

は
ど
こ
ま
で
可
能
か
。
 

②
 
航
海
中
で
も
エ
ン
ジ
ン
の
ト
ラ
ブ
ル
・
事
故
時
に

は
、
エ
ン
ジ
ン
の
修
理
が
可
能

な
構
造
か
。
 

 

４
 

小
型

船
舶

操
縦

士
で

対
応

可
能

か
ど

う

か
 

エ
ン
ジ
ン
に
つ
い
て
、
上
記
１
、
２
及
び
３
に
よ
り
、
小
型
船
舶
操
縦
士
で
対
応
可
能
か

確
認
。
 

 
 
エ
ン
ジ
ン
の
技
術
的
な
検
証
に
つ

い
て
は
、
塚
本
座
長
、
高
崎
委
員
、
畔
津
委
員
に
相
談
す
る
。
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